
④児童指導員等加配加算

④児童指導員等加配加算の取扱い
通所報酬告示第１の１の注８の児童指導員等加配加算は、指定児童発達支援事業所において、常時見守りが必要な障害児への支援や障害児の家族等に対して障害児への関わり方に関する
助言を行う等の支援の強化を図るために、児童発達支援給付費の算定に必要とする員数（専門的支援体制加算を算定している場合においては、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を
含む。）に加え、児童指導員等又はその他の従業者を１以上配置し、指定児童発達支援を行った場合に算定するものであり、以下のとおり取り扱うこととする。
（一） 児童指導員等を加配している場合については、通所報酬告示第１の１の注８のイの（１）から（４）まで、ロの（１）から（４）まで又はハの（１）から（４）までにより、当該児童指導員等の児童福祉事業に従事した経験年数
（５年以上、５年未満）、配置形態（常勤専従、それ以外）、利用定員の区分に応じ算定すること。
児童指導員等とは、児童指導員、保育士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、手話通訳士、手話通訳者、特別支援学校免許取得者、心理担当職員（公認心理師、その他大学（短期大学を除く）若しくは大学院におい
て、心理学科等を修了して卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者に限る）、視覚障害児
支援担当職員（国立障害者リハビリテーションセンターの学院に置かれる視覚障害学科の教科を履修した者若しくはこれに準ずる視覚障害者の生活訓練を専門とする技術者の養成を行う研修を修了した者）、強度行動障
害支援者養成研修（基礎研修）修了者をいう。
児童福祉事業に従事した経験年数については、幼稚園、特別支援学校、特別支援学級、通級による指導での教育に従事した経験も含まれる。また、経験年数は、資格取得又はその職種として配置された以後の経験に
限らないものであること。
配置形態について、児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え１名以上を、
・ 通所報酬告示第１の１の注８のイの（１）及び（２）、ロの（１）及び（２）並びにハの（１）及び（２）においては常勤専従により
・ 通所報酬告示第１の１の注８のイの（３）及び（４）、ロの（３）及び（４）並びにハの（３）及び（４）においては常勤換算により
配置していること。
（二） その他の従業者を加配している場合については、通所報酬告示第１の１の注８のイの（５）、ロの（５）、ハの（５）までにより、利用定員の区分に応じ算定すること。
配置形態については、児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え１名以上を常勤換算により配置していること。
（三） 多機能型事業所の場合における常勤の取扱い
多機能型事業所によって行われる指定児童発達支援と
指定放課後等デイサービスの場合において、例えば、当
該指定児童発達支援の保育士と当該指定放課後等デイサービスの保育士とを兼務している者は、これらの勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。
（四） 異なる職種で常勤換算を満たす場合の取扱い
通所報酬告示第１の１の注８のイの（３）から（５）まで、ロの（３）から（５）まで並びにハの（３）から（５）までを算定するに当たっては、児童指導員等又はその他の従業者を１名以上配置（常勤換算による配置）する必要がある。
このとき、児童指導員等とその他の従業者といった異なる職種の配置により常勤換算で１名以上とすることも可能とする。
児童指導員等とその他の従業者、また、経験年数５年以上の者と５年未満の者のように、算定する報酬区分が異なる場合は、以下のとおりとする。
・ 児童指導員等とその他の従業者により常勤換算で１名以上とする場合その他の従業者の報酬を算定。
・ 経験年数５年以上の児童指導員等とその他の従業者により常勤換算で１名以上とする場合その他の従業者の報酬を算定。
・ 経験年数５年以上の児童指導員等と経験年数５年未満の児童指導員等により常勤換算で１名以上とする場合経験年数５年未満の児童指導員等の報酬を算定。
（五） 本加算は常時見守りが必要な障害児への支援等の強化を目的としていることから、算定の対象となる児童指導員等及びその他の従業者については、サービス提供時間帯を通じて事業所で直接支援にあたることを
基本とすること。

こども家庭庁 令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年３月30日障発0330第16号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉部長通 こども家庭庁知）

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A VOL.1（令和６年３月 29 日）
障害児通所
（児童指導員等加配加算）
問 10 加配される職員について、「サービス提供時間帯を通じて事業所で直接支援にあたることを基本とする」とされているが、サービス提供時間帯を通じて事業所に配置することを求める現行の児童指導員等加配加算の
取扱いを変更するものではないと考えて良いか。
○児童指導員等加配加算により加配される職員については、現行と同様、サービス時間帯を通じて事業所に配置することが必要である。
（児童指導員等加配加算）
問 11 経験年数を確認するため、実務経験証明書（原本）の提出は必須か。証明元の都合（廃業等）により実務経験証明書が交付されない場合、他の手段により確認することは可能か。
（答）
○必要な実務経験の確認に当たっては、現に勤務する施設等やその他の過去に勤務した施設等において業務内容や勤務日数を証明することにより確認を行うことを想定している。（平成18年６月23日付け事務12連絡参
照）
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④児童指導員等加配加算

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.３（令和６年５月２日）
障害児通所
（児童指導員等加配加算）
問５ 一体的に行う多機能型事業所において、同一の従業者が両事業に従事する場合、児童指導員等加配加算における「専従」要件の取扱い如何。
（答）
○本加算における「常勤・専従」の区分については、当該加算の対象となる従業者が、原則として当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達している場合であって、児童発達支援
又は放課後等デイサービスに勤務する時間帯において、当該事業以外の職務に従事しない者により、常時見守りが必要な障害児に対する支援の強化を図ることを評価しているものである。
○ ２つ以上の事業を一体的に行う多機能型事業所での取り扱いは以下のとおり。
①児童発達支援及び放課後等デイサービスを一体的に行う場合（主として重症心身障害児を通わせる事業所を含む）において、両事業を通じて本加算の算定に当たって配置すべき従業者として配置されている同一の従
業者は、両事業を通じて本加算で求められる職務のみに従事しているため、「専従」とする。
②児童発達支援又は放課後等デイサービス（通所系）と保育所等訪問支援又は居宅訪問型児童発達支援（訪問系）を一体的に行う場合において、両事業を通じて配置されている同一の従業者は、事業所から離れて訪問
支援を行うこととなるため、「専従」とはしない。
③児童発達支援又は放課後等デイサービスと生活介護等の障害福祉サービス事業を一体的に行う場合において、両事業を通じて配置されている同一の従業者は、障害児通所支援以外の職務に従事することとなるため、
「専従」とはしない。

（児童指導員等加配加算）
問６本加算の算定に当たって加配する人員が管理者と児童指導員を兼務している場合、「常勤・専従」の区分での算定が可能か。
（答）
○本加算は、管理者や児童発達支援管理責任者等を含めた、児童発達支援給付費又は放課後等デイサービス給付費の算定に必要となる全ての職種を配置した上で、当該員数に加えて児童指導員等を１以上加配し
た場合に算定するものであり、管理者と児童指導員を兼務している者については、本加算が求める「専従」を満たさない。

（児童指導員等加配加算）
問 12 児童福祉事業の経験年数について、児童福祉事業の範囲を明らかにされたい。幼稚園や認定こども園の経験は入るのか。また、今回特別支援学校免許取得者が「児童指導員等」に追加されたが、学校の経験は入
るのか。
（答）
○児童指導員等加配加算における「児童福祉事業に従事した経験」については、児童福祉法に規定された各種事業（※）での経験に加え、幼稚園（特別支援学校に限らない）、特別支援学校、特別支援学級又は通級での
指導における教育の経験を含むものとする。
（※）
・児童福祉法第７条第１項：児童福祉施設として、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、児童心理治療施設、
児童自立支援施設、児童家庭支援センター及び里親支援センター（＊）
・児童福祉法第１２条：児童相談所
・児童福祉法第６条の２の２：児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、障害児相談支援
・児童福祉法第６条の３：児童自立生活援助事業、放課後等児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、小規模住居型児童養育
事業、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業、親子再統合支援事業（＊）、社会的養護自立支援拠点事業（＊）、意見表明等支援事業
（＊）、妊産婦等生活援助事業（＊）、子育て世帯訪問支援事業（＊）、児童育成支援拠点事業（＊）、親子関係形成支援事業（＊）
（＊）は改正児童福祉法（令和６年４月施行）により新
（児童指導員等加配加算）
問 13 児童福祉事業の経験年数について、年数としてカウントするための配置要件や日数要件はあるか。例えば非常勤で、月１日でも勤務したら「１年」とカウントできるのか。また、資格取得やその職種で配置される以前
の経験をカウントすることは可能か。
○雇用形態や１日あたりの勤務時間数は問わないが、１年あたり 180日以上の勤務があることを想定している。
また、本加算においては、資格取得やその職種で配置される以前の経験も含むことができる。
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④児童指導員等加配加算
令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.５（令和６年６月６日）
障害児通所
（児童指導員等加配加算）
問３ 児童指導員等加配加算について、加配職員の配置について、常勤により配置する場合に、当該職員が病気で欠勤する場合や有休休暇を取得する場合であっても、配置の要件を満たすという理解でよいか。
（答）
○ お見込みのとおり。
○ なお、欠勤等が１月以上続く場合には、配置要件を満たさなくなるものとする。

障害福祉サービス等報酬（障害児支援）に関する Q&A令和６年５月 17 日

（共通（児童指導員等加配加算））
問 23 児童発達支援管理責任者（児発管）が休暇により出勤していない場合、児童指導員等加配加算の算定上、児発管の欠如とは考えない（児童発達支援給付費等の算定に必要となる従業者の員数が満たされている）と
いう理解で良いか。
（答）
○貴見のとおり。
○指定基準では、児童発達支援事業所又は放課後等デイサービス事業所について、サービス提供時間帯を通じてサービス提供にあたることまでは定めていないため、労働基準法等に定める休暇を取得する場合に、代わ
りの児童発達支援管理責任者を置くことまでは求めていない。
【参考】令和５年３月30日事務連絡「障害児通所支援における児童指導員等加配加算の取扱いについて」別紙２問２

問 24 午前中に機能訓練があり、午後は機能訓練がない場合に、午後の時間については機能訓練担当職員を児童指導員等加配加算の常勤換算の時間に含めることができるか。
（答）
○加配加算の対象は、人員基準に定める従業者の員数に加えて配置する部分であることから、本事例の場合、機能訓練担当職員の午後の時間を常勤換算の時間に含めることができる。
【参考】平成30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.３（平成30年５月23日）問17
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④の２ 専門的支援体制加算の取扱い

④の２専門的支援体制加算の取扱い
通所報酬告示第１の１の注９の専門的支援体制加算は、指定児童発達支援事業所において、理学療法士等による支援が必要な障害児への支援や、障害児の家族等に対して障害児との関わり方に関する助言等の専門
的な支援の強化を図るために、児童発達支援給付費の算定に必要とする員数（児童指導員等加配加算を算定している場合においては、当該加算の算定に必要となる従業者の員数を含む。）に加え、理学療法士等を１以
上配置（常勤換算による配置）し、指定児童発達支援を行った場合に算定するものであり、以下のとおり取り扱うこととする。
（一） 理学療法士等とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士（保育士として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る。）、児童指導員（児童指導員として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る。）、心
理担当職員、視覚障害児支援担当職員をいう。
なお、通所報酬告示第１の１の注８の児童指導員等加配加算と異なり、本加算では、
・ 保育士及び児童指導員の経験年数については、保育士又は児童指導員としての資格取得又は任用からの児童福祉事業に従事した経験が必要となる点
・ 当該経験には、特別支援学校、特別支援学級、通級による指導での教育に従事した経験は含まれない点に留意されたい。
（二） 多機能型事業所によって行われる指定児童発達支援と指定放課後等デイサービスの場合において、例えば、当該指定児童発達支援の保育士と当該指定放課後等デイサービスの保育士とを兼務している者は、これ
らの勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤換算要件を満たすこととなる。
（三） 本加算は、通所支援計画を作成していない場合、当該作成していない障害児については算定できないこととする。

こども家庭庁 令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年３月30日障発0330第16号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉部長通 こども家庭庁知）

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A VOL.1（令和６年３月 29 日）
障害児通所
（専門的支援体制加算）
問 14 専門的支援体制加算について、専門職員の配置について、常勤により配置する場合に、当該職員が病気で欠勤する場合や有休休暇を取得する場合であっても、配置の要件を満たすという理解でよいか。
（答）
○ お見込みのとおり。なお、欠勤等が１月以上続く場合には、配置要件を満たさなくなるものとする。

（専門的支援体制加算）
問 15 専門的支援体制加算で保育士及び児童指導員に求められている経験年数における「児童福祉事業」は、児童指導員等加配加算における「児童福祉事業」と同じで良いか。教育の経験は含まれるか。
（答）
〇専門的支援体制加算における「児童福祉事業」に従事した経験年数については、特別支援学校、特別支援学級及び通級による指導における教育の経験は含まれない。なお、幼稚園（特別支援学校に限らない）は含
まれる。

障害福祉サービス等報酬（障害児支援）に関する Q&A令和６年５月 17 日
（共通（専門的支援体制加算＜旧・専門的支援加算＞））
問 25 専門的支援体制加算について、心理担当職員の配置により加算する場合は、公認心理師などの資格を有する者を配置した場合に限定されるのか。
（答）
○心理担当職員として配置する職員については、人材確保の観点も考慮し、公認心理師などの資格を有する者に限定していない。
○なお、児童指導員等加配加算や障害児入所施設に配置する心理担当職員についても、同様に公認心理師などの資格を有する者に限定していない。
【参考】令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.1（令和３年３月31日）問63
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⑤家族支援加算の取扱い

⑤家族支援加算の取扱い
通所報酬告示第１の２の家族支援加算については、障害児の家族（障害児のきょうだいを含む。以下この⑤において同じ。）等に対して、個別又はグループにより、相談援助等を行った場合に算定するものであり、以下の
とおり取り扱うこととする。
（一） 家族支援加算（Ⅰ）（個別の相談援助）
ア 通所報酬告示第１の１の２のイについては、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、通所支援計画に位置付けた上で、計画的に、従業者が、
（１）は障害児の家族等の居宅を訪問し、
（２）は指定児童発達支援事業所において対面により、
（３）はテレビ電話装置等を活用して、
障害児及びその家族等に対して、障害児の子育てや障害児との生活等に関しての必要な相談援助を行った場合に、（１）から（３）全体として１日につき１回および１月につき４回を限度として、算定するものであること。
なお、指定児童発達支援に係る本加算の算定に当たっては、（１）から（３）のいずれについても、指定児童発達支援を提供した日以外の日に相談援助を行った場合においても算定できること。また、当該障害児に指定児
童発達支援を提供しない月においては算定することはできないこと。
イ 相談援助が30分に満たない場合は算定されないこと。ただし、（１）について、家族等の状況を勘案して短時間でも相談援助を行う必要がある場合又は家族側の事情により30分未満となる場合はこの限りではないこと。
ウ通所報酬告示第１の１の２のイの（３）の算定に当たっては、使用する機器等については特に定めはないが、原則、障害児や家族の表情等、相談援助中の様子が把握できる状況で実施すること。ただし、相談者の通信
環境等により、やむを得ない場合には表情等の確認が難しい機器（例えば電話等）を使用することでも差し支えない。なお、相談援助を行うに当たり、通信料等の負担が著しく発生する等、障害児やその家族等に不利益が
生じないよう、事前に家族等の通信環境について確認する等十分に配慮すること。
エ家族等への相談援助は、障害児が同席していない場合でも算定可能であるが、相談援助の内容に応じて、障害児の状態等の確認が必要な場合には同席の下で行うなど、相談の対象や内容に応じて、効果的な相談援
助となるよう努めること。また、相談援助を行うに当たっては、障害児及びその家族等が相談しやすいよう周囲の環境等に十分配慮すること。
オ指定児童発達支援事業所以外の場において対面で個別に相談援助を行った場合は通所報酬告示第１の１の２のイ（２）を算定すること。
なお、保育所又は学校等（以下「保育所等」という。）といった当該障害児が長時間所在する場所において支援を行うことが効果的であると認められる場合については、当該保育所等及び通所給付決定保護者の同意を得
た上で、当該保育所等を訪問し、障害児及びその家族等に対する相談援助等の支援を行った場合についても本加算を算定して差し支えない。この場合、当該支援を行う際には、保育所等の職員（当該障害児に対し、常時
接する者）との緊密な連携を図ること。
また、本加算は通所支援計画に位置付けた上で計画的に相談援助を行った場合に算定するものであり、突発的に生じる相談援助（例えば、家族等からの電話に対応する場合）は対象とならないことに留意すること。
カ 相談援助を行った場合は、相談援助を行った日時及び相談内容の要点に関する記録を行うこと。
（二） 家族支援加算（Ⅱ）（グループの相談援助）
ア 通所報酬告示第１の１の２のロについては、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て通所支援計画に位置付けた上で、計画的に、従業者が、
（１）は指定児童発達支援事業所において対面により、
（２）はテレビ電話装置等を活用して、
障害児及びその家族等に対して、障害児の子育てや障害児との生活等に関しての必要な相談援助を行った場合に、（１）及び（２）全体として１日につき１回および１月につき４回を限度として、算定するものであること。
なお、指定児童発達支援に係る本加算の算定に当たっては、（１）及び（２）のいずれについても、指定児童発達支援を提供した日以外の日に相談援助を行った場合においても算定できること。また、当該障害児に指定児
童発達支援を提供しない月においては算定することはできないこと。
イ 相談援助を行う対象者は、２人から８人までを１組として行うものとする。なお、障害児及びその家族等が、同一世帯から複数人参加する場合は、１として数えるものとする。
ウグループの相談援助は、ペアレントトレーニングや保護者同士のピアの取組の実施によることが想定される。このため、当該トレーニングの知識や、家族への支援等に関する一定の経験を有する職員の下で行うことが望
ましい。
エ相談援助が30分に満たない場合は算定されないこと。
オ通所報酬告示第１の１の２のロの（２）の算定に当たっては、使用する機器等については特に定めはないが、原則、障害児や家族の表情等、相談援助中の様子が把握できる状況で実施すること。なお、相談援助を行うに
当たり、通信料等の負担が著しく発生する等、障害児やその家族等に不利益が生じないよう、事前に家族等の通信環境について確認する等十分に配慮すること。
カ 家族支援加算（Ⅰ）のエ及びカを準用する。
（三） 家族支援加算（Ⅰ）と（Ⅱ）は同一の日に実施した場合であっても、それぞれ算定できること。
（四） 指定児童発達支援と指定放課後等デイサービス、指定居宅訪問型児童発達支援又は指定保育所等訪問支援を一体的に行う多機能型事業所であって、指定児童発達支援事業所を利用している障害児にあっては、
指定放課後等デイサービス、指定居宅訪問型児童発達支援又は指定保育所等訪問支援を利用して本加算を算定する場合には、同一の障害児に係る家族等への相談援助について、各サービスに係る家族支援加算の算
定回数は通算するものとし、その合計回数は月４回を限度とする。

こども家庭庁 令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年３月30日障発0330第16号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉部長通 こども家庭庁知）
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⑤家族支援加算の取扱い
令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A VOL.1（令和６年３月 29 日）
（家族支援加算）（※障害児入所も共通）
問 28 居宅を訪問して相談援助等を行う場合について、極めて短時間の場合（例えば１０分程度の相談援助）であっても「所要時間１時間未満」として算定することが可能か。
（答）
○居宅を訪問しての個別の相談援助については、３０分以上行うことを基本としつつ、障害児や家族の状況から短時間でも訪問しての相談援助を行う必要がある場合や、利用者の都合により相談援助時間が短
くなってしまった場合には、同加算の「所要時間１時間未満」の区分の算定を可能としている。
このため、事前の計画では３０分以上の相談援助となるよう設定すること。
なお、事業所において個別の相談援助を行う場合や、グループの相談援助を行う場合は、３０分未満の相談援助については本加算の算定は認められないことに留意されたい。

（家族支援加算）（※障害児入所も共通）
問 29 支援に当たる者は、「指定通所（入所）基準により置くべき従業者」であることが求められるか。
（答）
○個別、グループ、訪問による場合、事業所内で実施する場合、いずれの場合においても、相談援助に当たる職員は、指定基準により置くべき従業者に限ることを求めるものではないが、適切に家族支援を実施できる従
業者によるとともに、基準により置くべき従業者を中心に、事業所としてフォローできる体制をとりながら支援を進めること。

（家族支援加算）（※障害児入所も共通）
問 30 障害児本人が不在の中、保護者やきょうだいに対して相談援助を行った場合は算定可能か。
（答）
○可能である。なお、相談援助の内容に応じて、障害児の状態等の確認が必要な場合には同席の下で行うなど、相談の対象や内容に応じて、効果的な相談援助となるよう努めること。

（家族支援加算）（※障害児入所も共通）
問 31 グループの支援について、ペアレントトレーニングの一環として、講師を招いて講座を行う場合や、ピアの取組の一環として、保護者会を行う場合に、算定可能か。
（答）
○支援の一環として、講師を招いた講座の実施や保護者同士の交流を行うことは可能であるが、その場合であっても事業所の従業者がファシリテーターなどとして参画し、相談援助を行うことが必要であり、事業所の従業
者が介在しない支援については算定されない。

（家族支援加算）
問 32 同一の児童に係る算定回数は通算し、その合計数は月４回を限度とするとされているが、「同一の児童」とは「サービスを利用している児童」ということでよいか。（サービス利用児童がきょうだいの
場合、それぞれに月４回算定可能ということでよいか）
（答）
○ きょうだいで利用している場合、家族支援加算はそれぞれのきょうだいにつき月４回ずつ算定可能である。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.２（令和６年４月 12 日）
障害児通所
（家族支援加算）
問２ 個別支援計画作成後のモニタリングにおける保護者との面談についても算定対象となるか。
（答）
○個別支援計画作成後のモニタリングに当たっての面接については、運営基準において児童発達支援管理責任者に求められている業務であり、当該加算の算定対象にはならない。

障害児入所支援
（家族支援加算）
問 13 自宅での宿泊体験で体験利用支援加算（Ⅰ）を算定する場合、家族に対して助言援助を行った場合には、家族支援加算も同時に算定できるのか。
（答）
〇家族に対しての相談援助は、体験利用支援加算にて評価しており、本加算は算定できない。
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⑤家族支援加算の取扱い
令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A VOL.４（令和６年５月 24 日）
障害児通所
（家族支援加算）
問２ 家族支援加算（Ⅰ）について、障害児に対して、通所による支援が行なわれていない日にも算定することができるが、事業所が保護者に対して相談援助を行う日に、相談援助を行う事業所とは別の事業所に障害児が
通所した場合（例えば、午前中に保護者が A 事業所で相談援助を受け、午後に障害児が B 事業所で通所による支援を利用するような場合）も算定は可能か。また、家族支援加算（Ⅱ）についても同様と考えて良いか。
（答）
○家族支援加算（Ⅰ）、家族支援加算（Ⅱ）いずれも算定可能である。

問３ 同一日に２つ以上の事業所において、家族支援加算（Ⅰ）の算定に係る相談援助を行った場合（例えば、保護者が A 事業所において午前中に対面で相談援助を受け、午後は B 事業所において対面で相談援助を受
けた場合）には、両事業所で相談援助に係る加算を算定できるものと考えて良いか。また、家族支援加算（Ⅱ）についても同様と考えて良いか。
（答）○お見込みの通り。

（家族支援加算）
問４ 障害児が支援を受けている時間帯に、基準の人員として配置されている児童指導員又は保育士により、家族支援加算（Ⅰ）又は家族支援加算（Ⅱ）の算定に係る相談援助等を行うことは可能か。
（答）
○障害児が支援を受けている時間帯に相談援助等を行う場合、相談援助等を行う職員については、支援の単位ごとに必要な児童指導員又は保育士には含まれないものである。
○そのため、本加算における相談援助等を行う職員については、障害児が支援を受けている時間帯に、基準の人員として配置されている児童指導員又は保育士以外で対応する必要がある。
〇なお、本加算の算定に係る相談援助の実施に当たっては、適切に家族支援を実施できる従業者による対応が望ましいことから、障害児が支援を受けている時間帯に相談援助を行う場合には、児童発達支援管理責任者
による相談援助を行う等、必要に応じた対応を検討いただきたい。
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⑨福祉専門職員配置等加算の取扱い

⑨福祉専門職員配置等加算の取扱い
通所報酬告示第１の５の福祉専門職員配置等加算については、以下のとおり取り扱うこととする。
（一） 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）
指定通所基準の規定により配置することとされている直接処遇職員として常勤で配置されている従業者の総数のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者の割合が100分の35以上
であること。
なお、「常勤で配置されている従業者」とは、正規又は非正規雇用に係わらず、各事業所において定められる常勤の従業者が勤務すべき時間数に達している従業者をいう。（（二）及び（三）において同じ。）
（二） 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）
指定通所基準の規定により配置することとされている直接処遇職員として常勤で配置されている従業者の総数のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者の割合が100分の25以上
であること。
（三） 福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）
次のいずれかに該当する場合であること。
ア 直接処遇職員として配置されている従業者の総数（常勤換算方法により算出された従業者数をいう。）のうち、常勤で配置されている従業者の割合が100分の75以上であること。
イ 直接処遇職員として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。
なお、イ中「３年以上従事」とは、加算の申請を行う前月の末日時点における勤続年数とし、勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え同一法人の経営する他の障害児通所支援事業、障害児入
所施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に定める障害福祉サービス事業（旧法施設を含む。）及び精神障害者生活訓練施設、精神障害者授産施設、精神障害者福祉ホーム、小規模通所
授産施設、地域生活支援事業の地域活動支援センター等の事業、障害者就業・生活支援センター、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとす
る。
また、当該勤続年数の算定については、非常勤で勤務していた期間も含めることとする。
（四） 多機能型事業所等における本加算の取扱いについて多機能型事業所については、当該事業所における全てのサービス種別の直接処遇職員を合わせて要件を計算し、当該要件を満たす場合には全ての障害児に対
して加算を算定することとする。

こども家庭庁 令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年３月30日障発0330第16号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉部長通 こども家庭庁知）
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⑫専門的支援実施加算の取扱い

⑫専門的支援実施加算の取扱い
通所報酬告示第１の８の専門的支援実施加算については、理学療法士等による支援が必要な障害児に対する専門的な支援の強化を図るために、理学療法士等による個別・集中的な支援を計画的に実施した場合に算
定するものであり、以下のとおり取り扱うこととする。
（一） 理学療法士等を１以上配置し、当該理学療法士等が障害児ごとの通所支援計画を踏まえて、その有する専門性に基づく評価及び当該通所支援計画に則った支援であって５領域のうち特定又は複数の領域に重点を
置いた支援を行うための計画（以下「専門的支援実施計画」という。）を作成し、当該専門的支援実施計画に基づき、適切に支援を行うこと。
理学療法士等とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士（保育士として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る。）、児童指導員（児童指導員として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る。）、心理
担当職員、視覚障害児支援担当職員をいう。
保育士及び児童指導員の経験年数については、保育士又は児童指導員としての資格取得又は任用からの児童福祉事業に従事した経験が必要となる点に留意すること。
また、その配置は、単なる配置で差し支えないものであり、指定通所基準の規定により配置すべき従業者や児童指導員等加配加算、専門的支援体制加算で加配している人員によることも可能であること。
（二） 専門的支援実施計画の実施状況の把握を行うとともに、加算対象児の生活全般の質を向上させるための課題を把握し、必要に応じて計画の見直しを行うこと。
（三） 理学療法士等が、当該障害児に対し専門的支援を実施した場合には、加算対象児ごとに当該支援を行った日時及び支援内容の要点に関する記録を作成すること。
（四） その他以下の点に留意すること。
ア 専門的支援については、個別での実施を基本としつつ、個々のニーズを踏まえた支援を確保した上で、小集団（５名程度まで）による実施又は指定通所基準の規定により配置するべき従業者を配置して小集団の組み合
わせによる実施も可能とする。この場合、小集団ごとに指定通所基準の規定による人員基準を満たす必要はない。
イ 専門的支援の提供時間は同日における当該障害児に対する支援時間の全てとする必要はないが、少なくとも30分以上を確保すること。
ウ専門的支援実施加算の１月の算定限度回数は、当該事業所における対象児の月利用日数に応じて、以下のとおりとすること。
障害児の月利用日数が12日未満の場合限度回数４回
障害児の月利用日数が12日以上の場合限度回数６回
エ専門的支援実施計画の作成及び見直しに当たっては、対象児及び保護者に対し説明するとともに、同意を得ること。

こども家庭庁 令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年３月30日障発0330第16号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉部長通 こども家庭庁知）

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A VOL.1（令和６年３月 29 日）
障害児通所
（専門的支援実施加算）
問 16 専門的支援実施計画について、具体的にどのような項目を記載することが求められるのか。また、個別支援計画と一体的に作成することは可能か。
（答）
○専門的支援実施加算の算定にあたっては、個別支援計画を踏まえ、支援を提供する専門職が専門的支援実施計画を障害児ごとに作成することが必要となるが、計画には、以下の項目を記載することを想定している。
・当該専門職によるアセスメントの結果
・５領域との関係の中で、特に支援を要する領域
・専門的な支援を行うことで、目指すべき達成目標
・目標を達成するために行う具体的な支援の内容
・支援の実施方法等
上記の項目に限らず、ニーズに応じた専門的支援に必要であると

（専門的支援実施加算）
問 17 専門的支援は、１対１の個別支援により実施することが必要か。また、理学療法士等が対象児の支援時間を通じて直接支援を行うことが必要か。
（答）
○専門的支援については、個別での実施を基本としつつ、個々のニーズを踏まえた支援を確保した上で、小集団（５名程度まで）による実施や、理学療法士等の専門職とは別の職員を配置した上で、小集団の組み合わせ
（２の小集団まで）による実施も可能とする。
〇専門的支援の提供時間は、同日における当該障害児に対する支援時間の全てとする必要はないが、少なくとも30分以上を確保すること。
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⑫専門的支援実施加算の取扱い

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.５（令和６年６月６日）
障害児通所
（専門的支援実施加算等）
問４ 専門的支援実施加算等で示されている１月当たりの算定回数の上限は、事業所間で通算されず、事業所ごとに上限回数をカウントしてよいか
＜補足：専門的支援実施加算等に含まれる加算＞
家族支援加算、子育てサポート加算、欠席時対応加算、集中的支援加算、入浴支援加算、関係機関連携加算、事業所間連携加算、保育・教育等移行支援加算、自立サポート加算、多職種
連携加算
（答）
○ お見込みのとおり。
〇ただし、
・多機能型事業所において、同一の児に複数のサービスによる支援を行う場合、家族支援加算は、各サービスを合計して上限回数をカウントすること
・多機能型事業所において、同一の児童に係る関係機関連携加算の算定は各サービスを合計して上限回数をカウントすることに留意すること

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A VOL.４（令和６年５月 24 日）
障害児通所
（専門的支援実施加算）
問１ 児童発達支援管理責任者が欠如している状態において、専門的支援実施加算の算定は可能か。
（答）
○算定は不可である。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.３（令和６年５月２日）
（専門的支援実施加算等）
問９専門的支援実施加算等の加算の算定に当たって、配置すべき従業者に常勤換算による配置が求められていない場合において、外部から派遣された者によりこれらの加算の算定に要する所定の支援を行った場合で
あっても、これらの加算を算定できるか。
（答）
○専門的支援実施加算等（※）の加算の算定に当たって配置すべき従業者とは、事業者と雇用契約を締結して事業所に配置されているもの等を指し、例えば他の法人等から専門職員による訪問を受けるなど、外部から派
遣された者により当該加算の算定に要する所定の支援を行った場合には、当該加算を算定できない。
（※）専門的支援実施加算、人工内耳装用児支援加算（Ⅱ）（児童発達支援）、人工内耳装用児支援加算（放課後等デイサービス）、視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算、個別サポート加算（Ⅰ）（放課後等デイサービス）、
強度行動障害児支援加算、共生型サービス医療的ケア児支援加
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⑮延長支援加算の取扱い

⑮延長支援加算の取扱い
通所報酬告示第１の12の延長支援加算については、以下のとおり取り扱うこととする。
（一） 通所報酬告示第１の12のイ又はロ（１）若しくは（２）を算定する場合
ア通所報酬告示第１の12のイ又はロ（１）若しくは（２）については、障害児ごとの通所支援計画に定める標準的な発達支援時間が５時間としており、かつ、その発達支援時間に加えて別途延長支援時間を通所支援計画に
あらかじめ位置づけている障害児について、発達支援を行う前後の時間帯において、延長支援を行った場合に、障害児の障害種別及び延長支援時間に応じ、所定単位数を算定する。
イ 延長支援加算の算定に当たっては、障害児本人の状態又は家族の事情、保育所等の子育て支援に係る一般施策での受入先が不足している等の延長支援が必要な理由があり、あらかじめ保護者の同意を得た上で、延
長支援を必要とする理由及び延長支援時間を通所支援計画に位置づけて行うものであること。
なお、通所支援計画に基づき延長支援を障害児に行う中で、延長支援時間の設定のない日に緊急的に生じた預かりニーズに対応するために延長支援を実施した場合にあっては、本加算の算定を可能とする。この場合
には、急な延長支援を必要とした理由及び延長支援時間について記録を行うこと。また、急な延長支援を行う状況が継続する場合にあっては、速やかに通所支援計画の見直しを求めるものとする。
ウ延長支援時間は、１時間以上で設定すること。発達支援の利用時間の前後ともに延長支援を実施する場合においては、前後いずれも１時間以上の延長支援時間を設定すること。なお、延長支援時間には、送迎時間は
含まれないものであること。
エ加算する単位数の区分の判定に当たっては、実際に要した延長支援時間によることを基本とする。ただし、実際の延長支援時間が通所支援計画に定めた延長支援時間を超える場合にあっては、通所支援計画に定めた
延長支援時間によることとする。また、障害児又は保護者の都合により実際の延長支援時間が１時間未満となった場合には、通所報酬告示第１の12の注２に規定する単位数を算定することができる。この場合にあっても、
30分以上の延長支援が必要であることに留意すること。
オ延長支援時間における障害児の数が10人以下の場合は、２人以上の従業者を配置すること。障害児の数が10人を超える場合の職員の数については、２人に、障害児の数が10人を超えて10人又はその端数を増すごと
に１人を加えて得た数以上の従業者を配置すること（例：障害児の数が23人の場合、延長支援時間における従業者の数は４名）。このうち、１人以上は、指定通所支援基準の規定により配置することとされている従業者（児
童発達管理責任者を含む。）を配置すること。
カ 医療的ケアを要する障害児に延長支援を行う場合には、オの従業者の配置のうち、看護職員（医療的ケアのうち喀痰吸引等のみを必要とする障害児のみの延長支援にあっては、認定特定行為業務従事者を含む。）を１
名上配置すること。
キ 運営規定に定める営業時間が６時間以上であること。
ク 児童発達支援事業所の従業者は障害児に提供した延長支援時間を記録すること。
（二） 通所報酬告示第１の12のロ（３）又はハを算定する場合
ア通所報酬告示第１の12のロ（３）又はハについては、運営規程に定める営業時間が８時間以上であり、営業時間の前後の時間（以下「延長時間帯」という。）において、指定児童発達支援等を行った場合に、障害児の障
害種別及び１日の延長支援に要した時間に応じ、所定単位数を算定する。
イ ここでいう「営業時間」には、送迎のみを実施する時間は含まれないものであること。
ウ個々の障害児の実利用時間は問わないものであり、例えば、サービス提供時間は８時間未満であっても、営業時間を超えて支援を提供した場合には、本加算の対象となるものであること。
エ延長時間帯における障害児の数が10人以下の場合は、２人以上の従業者を配置すること。障害児の数が10人を超える場合の職員の数については、２人に、障害児の数が10人を超えて10人又はその端数を増すごとに
１人を加えて得た数以上の従業者を配置すること（例：障害児の数が23人の場合、延長支援時間における従業者の数は４名）。このうち、１人以上は、指定通所支援基準の規定により配置することとされている従業者（児童
発達管理責任者を含む。）を配置すること。
オ医療的ケアを要する障害児に延長支援を行う場合には、エの従業者の配置のうち、看護職員（医療的ケアのうち喀痰吸引等のみを必要とする障害児のみの延長支援にあっては、認定特定行為業務従事者を含む。）を１
名上配置すること。
カ 保育所等の子育て支援に係る一般施策での受入先が不足している等の延長した支援が必要なやむを得ない理由があり、かつ、原則として当該理由が障害児支援利用計画に記載されていること。

こども家庭庁 令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年３月30日障発0330第16号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉部長通 こども家庭庁知）
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⑮延長支援加算の取扱い
令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.３（令和６年５月２日）
障害児通所
（延長支援加算）
問１ 個別支援計画に位置付けた支援時間（例：14:00～17:00 の３時間）について、利用者都合により開始時間が遅れた（例：15:00 から利用開始）場合、当初個別支援計画に位置付けていた延長支援（例：17:00～18:00）
はどのように取り扱うか。
（答）
○基本報酬については、利用者都合により計画に定めた提供時間より実際に支援に要した時間が短くなった場合には、計画に定めた提供時間で算定することとしている。
○そのため、問１の場合には、基本報酬については計画に定めた提供時間で算定することが可能であるとともに、延長支援についても、個別支援計画において定められている時間を基準として、実際に支援に要した時間
に基づき算定することが可能である。

（延長支援加算）
問２ 支援開始前に延長支援を行うことを個別支援計画に位置付けていたが、当該延長支援の途中で利用者都合により帰宅した場合（例：９:00～11:00 を延長支援時間、11:00～17:00 を支援時間としていたが、10:45 に
体調不良で急遽帰宅した）、どのように報酬を算定するか。
（答）
○延長支援加算は、基本報酬が算定される支援が行われたことを前提にその支援時間（５時間（放デイ平日は３時間））を超える延長支援時間を評価するものであるため、基本報酬を算定できない場合に延長支援加算の
みを算定することはできない。
○問２の場合においては、欠席時対応加算の算定を可能とするが、この場合においても、障害児又はその家族等との連絡調整その他相談援助を行うとともに、当該障害児の状況、相談援助の内容等を記録すること

（延長支援加算）
問３ 営業時間外においても延長支援加算が算定できるのか（例：９時～16 時が営業時間であるが、８時から９時の１時間延長支援を行った場合に、１時間分の延長支援加算が算定できるのか）。
（答）
○貴見のとおり。

（延長支援加算）
問４支援時間の前後１時間ずつ延長支援を実施した場合には、実際に支援に要した時間を合計して２時間以上（123 単位）の区分で算定するのか、それとも前１時間（92 単位）・後１時間（92 単位）の両区分をいずれも算
定するのか。
（答）
○延長支援の算定にあたっては、個別支援計画において 1 時間以上の延長支援を設定（支援時間の前後に延長支援を行う場合には、前後いずれも 1 時間以上で設定）し、必要な体制を設けることとしているが、実
際に加算する単位の区分については、実際に要した支援時間を基本としている。
○そのため、実際に支援に要した時間を合計した２時間以上（123 単位）の区分で算定する。
○なお、支援時間の前後に延長支援を行う場合において、利用者の都合により、前後の延長支援のうち片方（ないし両方）の延長支援が 1 時間に満たない場合であっても、実際に支援に要した時間を合計して 30 分以上
の延長支援が行われていれば、合計時間が該当する区分での算定が可能である。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.６（令和６年７月１日）
障害児通所
（延長支援加算）
問５ 医療的ケア児に対して、延長支援を行う場合には、看護職員等を１以上配置することとされているが、医療機関等との連携などにより、必要な医療的ケアが提供できる体制がある場合には、看護職員等を配置している
ものとみなしてよいか。
（答）
○貴見のとおり。

（延長支援加算）
問６ 医療的ケア児に対する延長支援を行う場合に１以上配置する必要がある看護職員等については、延長支援時間帯を通じて配置する必要があるのか。
（答）
〇当該配置については、医療的ケア児に対して、必要な医療的ケアを提供できる体制を求めているものである。
〇そのため、延長支援時間を含むすべての支援時間帯を通じて常に看護職員を１以上配置することまで求めるものではないが、医療的ケア児に対して安全に延長支援が行えるよう、必要な医療的ケアを適時適切に提供
できる体制を確保する必要があることに留意すること。
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⑮の２ 関係機関連携加算の取扱い

⑮の２関係機関連携加算の取扱い
通所報酬告示第１の12の２の関係機関連携加算については、障害児が日々通う保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、特別支援学校、放課後児童クラブその他の障害児が日常的に通う施設（以下この⑮の２において
「保育所等施設」という。）又は障害児の状況等によっては連携が必要となる児童相談所、こども家庭センター、医療機関その他の関係機関（以下この⑮の２において「児童相談所等関係機関」という。）との連携を図
るため、これらの施設又は関係機関と情報共有や連絡調整などを行った場合に算定するものであり、以下のとおり取り扱うこととする。
（一） 関係機関連携加算（Ⅰ）を算定する場合
アあらかじめ通所給付決定保護者の同意を得た上で、障害児が日々通う保育所等施設との間で通所支援計画の作成又は見直しに関する会議を開催すること。会議はテレビ電話装置等を活用して行うことができるものと
する。ただし、障害児が参加する場合には、その障害の特性に応じた適切な配慮を行うこと。
イ アの会議の開催に留まらず、保育所等施設との日常的な連絡調整に努めること。
ウ アの会議の結果や日々の連絡調整等を踏まえ、通所支援計画に関係機関との連携の具体的な方法等を記載し、通所支援計画を作成又は見直しをすること。連携の具体的な方法等の記載に当たっては、関係機関との
連絡調整等を踏まえていることが通所給付決定保護者にわかるよう留意すること。
エ会議又は連絡調整等を行った場合は、その出席者、開催日時、その内容の要旨及び通所支援計画に反映させるべき内容を記録すること。
（二） 関係機関連携加算（Ⅱ）を算定する場合
アあらかじめ通所給付決定保護者の同意を得た上で、障害児が日々通う保育所等施設との間で、障害児の心身の状況や生活環境等の情報共有のための会議を開催し、又は会議に参加し、情報共有及び連絡調整を行う
こと。会議はテレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。
イ アの会議の開催等に留まらず、保育所等施設との日常的な連絡調整に努めること。
ウ会議又は連絡調整等を行った場合は、その出席者、開催日時及びその内容の要旨を記録すること。
エ アの会議の結果や日々の連絡調整等を踏まえ、必要に応じて通所支援計画を見直すなど、関係機関と連携した支援の提供を進めること。
（三） 関係機関連携加算（Ⅲ）を算定する場合
ア あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得た上で、児童相談所等関係機関との間で、障害児の心身の状況や生活環境等の情報共有のための会議を開催し、又は会議に参加し、情報共有及び連絡調整を行うこと。会
議はテレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。
イ アの会議の開催等に留まらず、児童相談所等関係機関との日常的な連絡調整に努めること。
ウ会議又は連絡調整等を行った場合は、その出席者、開催日時及びその内容の要旨を記録すること。
エ アの会議の結果や日々の連絡調整等を踏まえ、必要に応じて通所支援計画を見直すなど、関係機関と連携した支援の提供を進めること。
オ個別サポート加算（Ⅱ）（要保護・要支援児童への支援の評価）を算定している場合には、同加算で求める児童相談所等との情報連携に対しては算定しない。
（四） 関係機関連携加算（Ⅳ）を算定する場合
ア障害児の状態や支援方法につき、ライフステージが移行する際にも切れ目なく支援を継続できるようにする観点から、就学又は就職の機会を捉えて評価するものであること
イ 就学時の加算とは、小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）又は特別支援学校の小学部に入学する際に連絡調整等を行った場合に算定できるものであること。
ウ就職時の加算とは、企業又は官公庁等への就職の際に連絡調整等を行った場合に算定できるものであるが、就職先が就労継続Ａ型及びＢ型並びに就労移行支援事業所の場合は加算の対象とならないこと。
エ障害児の状態や支援方法を記録した文書を保護者の同意を得たうえで就学先又は就職先に渡すこと。なお、必ずしも会議の開催まで求めるものではないこと。
オ連携先との連絡調整や相談援助を行った場合には、相手ややり取りの内容について記録をすること。
（五） その他
ア関係機関連携加算（Ⅰ）の場合においては、共生型児童発達支援事業所については、児童発達支援管理責任者を配置していないときには、算定できないこと。
イ 関係機関連携加算（Ⅰ）と関係機関連携加算（Ⅱ）は、同一の月においていずれかのみ算定可能とする。
ウ保育所等訪問支援との多機能型事業所の場合、関係機関連携加算（Ⅲ）と保育所等訪問支援の関係機関連携加算は同一の月においていずれかのみ算定可能とする。
エ関係機関連携加算（Ⅰ）から（Ⅳ）までのいずれの場合においても、障害児が複数の障害児通所支援事業所等で支援を受けている場合には、事業所間の連携についても留意するとともに、当該障害児が障害児相談支
援事業を利用している場合には、連携に努めること。なお、他の障害児通所支援事業所等との連携については加算の対象とはしないものであること。

こども家庭庁 令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年３月30日障発0330第16号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉部長通 こども家庭庁知）
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⑮の２ 関係機関連携加算の取扱い
令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A VOL.1（令和６年３月 29 日）
障害児通所
⑮の２関係機関連携加算の取扱い
（関係機関連携加算）
問 34 電話により情報交換を行った場合は算定可能か。また、個別事案を事例としながら、地域の課題や支援体制などを議論・検討する会議に参加した場合に、本加算は算定可能か。
（答）
○関係機関連携加算（Ⅰ）～（Ⅲ）は、会議の開催又は参加による情報連携を基礎として評価を行うものであり、電話による情報交換のみをもって算定することは認められない。なお、会議の機会のみでなく、日頃からの連
携体制を確保することを求めており、その際には電話による情報交換なども活用されたい。
〇また、本加算は加算対象となる障害児に係る情報連携を評価するものであり、会議においては当該障害児に関しての具体的な情報共有や連絡調整が求められるところ、地域の課題を検討するための一事例として議論
する会議については算定されない。

問 35 関係機関連携加算は（Ⅰ）～（Ⅲ）において同一月内の実施による算定の可否等の併算定ルールがあるか。
（答）
〇 （Ⅰ）は保育所等施設との間で個別支援計画の作成又は見直しに係る会議を開催すること、（Ⅱ）は保育所等施設との間で（Ⅰ）以外の場合において、日々の児童の心身の状況や生活環境等の情報共有のための会議
を開催又は会議に参加することを評価するものであり、いずれも保育所等施設との間での情報共有を評価するものであるため、同一月においては、いずれか１回の算定に限る。
〇 また、（Ⅲ）は児童相談所等関係機関との間で児童の心身の状況や生活環境等の情報共有のための会議を開催又は会議に参加することを評価するものであり、（Ⅰ）又は（Ⅱ）と同一月に、それぞれ 1 回ずつ、算定する
ことが可能である。なお、（Ⅰ）又は（Ⅱ）と、（Ⅲ）の会議参加者が同一の場合においては算定できないことする。

（関係機関連携加算）
問 36 関係機関連携加算（Ⅱ）は、障害児相談支援事業所が主催するサービス担当者会議への参加の場合にも算定可能か。
（答）
〇児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準省令第 15 条において「指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の利用について市町村又は障害児相談支援事業を行う者が行
う連絡調整に、できる限り協力しなければならない」と定められており、サービス担当者会議への出席依頼等に対して、指定通所支援の円滑な利用の観点から協力を求められていることからも、当該加算による評価を行わ
ない（算定されない）。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.２（令和６年４月 12 日）
障害児通所
（関係機関連携加算）
問３関係機関連携加算（Ⅲ）の連携先が、「児童相談所、こども家庭センター、医療機関その他の関係機関」とされているが、その他の関係機関として想定される機関は何か。
（答）
○保健師との連携を図る機会が多いことが想定されるため、その他の関係機関として、保健所、保健センターなどが想定される。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.２（令和６年４月 12 日）

（関係機関連携加算）
問３関係機関連携加算（Ⅲ）の連携先が、「児童相談所、こども家庭センター、医療機関その他の関係機関」とされているが、その他の関係機関として想定される機関は何か。
（答）
○保健師との連携を図る機会が多いことが想定されるため、その他の関係機関として、保健所、保健センターなどが想定される。
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A VOL.1（令和６年３月 29 日）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A VOL.1（令和６年３月 29 日）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａ VOL.２（令和６年４月 12 日）
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児童発達支援ガイドライン 抜粋 令和６年７月
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児童発達支援ガイドライン 抜粋 令和６年７月
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児童発達支援ガイドライン 抜粋 令和６年７月
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児童発達支援ガイドライン 抜粋 令和６年７月
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放課後等デイサービスガイドライン 抜粋 令和６年７月
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放課後等デイサービスガイドライン 令和６年７月
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放課後等デイサービスガイドライン 令和６年７月
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放課後等デイサービスガイドライン 令和６年７月
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保育所等訪問支援ガイドライン 抜粋 令和６年７月
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事務連絡 児童発達支援等における支援プログラムの作成及び公表の手引き

(20)事務連絡 児童発達支援等における支援プログラムの作成及び公表の手引き ID:66864
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事務連絡 児童発達支援等における支援プログラムの作成及び公表の手引き

(20)事務連絡 児童発達支援等における支援プログラムの作成及び公表の手引き ID:66864
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【別添資料1】支援プログラム参考様式

(21)【別添資料1】支援プログラム参考様式

ID:7723

支援プログラムの公表状況に関る届出書
支援プログラム(様式) 

支援プログラム様式パターンのイメージ
児童発達支援等における支援プログラムの作成及び公表の手引き
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【別添資料2】支援プログラム様式パターンのイメージ

(22)【別添資料2】支援プログラム様式パターンのイメージ
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【別添資料2】支援プログラム様式パターンのイメージ

(22)【別添資料2】支援プログラム様式パターンのイメージ
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児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の質の評価、改善の内容及び公表方法に係る届出書

児童発達支援、放課後等デイサービス及び保育所等訪問支援を提供する事業所は、おおむね１年に１回以上、自己評価及び事業所を利
用する障害児の保護者による評価により質の評価を行うとともに、改善を図ること。改善結果等についてはインターネット等により広く公表
すること。その公表内容等については、公表後速やかに岡山市事業者指導課へ報告すること。新規開設の事業所については、指定日から
起算して１２か月以内に、一連の作業並びに報告を行うこと。

児童発達支援・放課後等デイサービスの質の評価、改善の内容及び公
表方法に係る届出書 （ID 7723）
新しい様式で提出してください。

○岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例平成２４年１２月１９日市条例第７９号
（指定児童発達支援の取扱方針）

第２６条 指定児童発達支援事業者は，第２７条第１項に規定する児童発達支援計画に基づき，障害児の心身の状況等に応じて，その者の支援を適切に行
うとともに，指定児童発達支援の提供が漫然

２ 指定児童発達支援事業者は，障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう，障害児及び通所給付決定保護者の意思をできる限り尊
重するための配慮をしなければならない。
かつ画一的なものとならないよう配慮しなければならない。

３ 指定児童発達支援事業所の従業者は，指定児童発達支援の提供に当たっては，懇切丁寧を旨とし，通所給付決定保護者及び障害児に対し，支援上必
要な事項について，理解しやすいように説明を行わなければならない。

４ 指定児童発達支援事業者は，障害児の適性，障害の特性その他の事情を踏まえた指定児童発達支援（治療に係る部分を除く。以下この条及び次条にお
いて同じ。）の確保並びに次項に規定する指定児童発達支援の質の評価及びその改善の適切な実施の観点から，指定児童発達支援の提供に当たっては，
心身の健康等に関する領域を含む総合的な支援を行わなければならない。
５ 指定児童発達支援事業者は，多様な評価の手法を用いてその提供する指定児童発達支援の質の評価を行い，常にその改善を図らなければならない。

６ 指定児童発達支援事業者は，前項の規定により，その提供する指定児童発達支援の質の評価及び改善を行うに当たっては，次に掲げる事項について，
指定児童発達支援事業所の従事者による評価を受けた上で，自ら評価（以下この条において「自己評価」という。）を行うとともに，当該指定児童発達支援事
業者を利用する障害児の通所給付決定保護者（以下この条において「保護者」という。）による評価（以下この条において「保護者評価」という。）を受けて，そ
の改善を図らなければならない。
（１） 当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児及びその保護者の意向，障害児の適性，障害の特性その他の事情を踏まえた支援を提供するため
の体制の整備の状況
（２） 従業者の勤務の体制及び資質の向上のための取組の状況
（３） 指定児童発達支援の事業の用に供する設備及び備品等の状況
（４） 関係機関及び地域との連携，交流等の取組の状況
（５） 当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児及びその保護者に対する必要な情報の提供，助言その他の援助の実施状況
（６） 緊急時等における対応方法及び非常災害対策
（７） 指定児童発達支援の提供に係る業務の改善を図るための措置の実施状況

７ 指定児童発達支援事業者は，おおむね１年に１回以上，自己評価及び保護者評価並びに前項に規定する改善の内容を，保護者に示すとともに，インター
ネットの利用その他の方法により公表しなければならない。

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成 24 年３月 30 日障発 0330 第 16 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）
（８） 質の評価及び改善の内容を公表していない場合の所定単位数の算定について
①対象となる支援

児童発達支援（旧指定医療型児童発達支援事業所及び旧指定発達支援医療機関において肢体不自由児又は重症心身障害児に対し行う児童発達支援を
除く。以下この（８）において同じ。）、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援（令和７年４月１日から適用）、共生型障害児通所支援、基準該当通所支援
②算定される単位数
所定単位数の100分の85とする。なお、当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数の100分の85となる
ものではないことに留意すること。
③ 質の評価及び改善の内容（以下「自己評価結果等」という。）未公表減算については、指定通所基準等の規定に基づき、おおむね１年に１回以上、自己評

価及び事業所を利用する障害児の保護者による評価（保育所等訪問支援にあっては、当該事業所の訪問支援員が当該障害児に対して保育所等訪問支援
を行うに当たって訪問する施設（以下「訪問先施設」という。）による評価を含む。）が行われ、その結果等の公表が適切に行われていない場合に、通所報酬
告示の規定に基づき、障害児通所給付費等を減算することとしているところであるが、これは従業者による評価を受けた上で、事業所が自ら評価を行うととも
に、障害児及びその保護者（保育所等訪問支援にあっては訪問先施設を含む。）による評価を受け、その結果を事業運営に反映させて、常に質の改善を図
るためのものであり、事業所は指定通所基準の規定を遵守しなければならないものとする。
④ 公表方法については、インターネットの利用その他の方法により広く公表するものであることとし、その公表方法及び公表内容を都道府県に届け出ること
とする。
⑤ 当該減算については、自己評価結果等の公表が都道府県に届出がされていない場合に減算することとなる。具体的には、届出がされていない月から当
該状態が解消されるに至った月まで、障害児全員について減算するものであること。
⑥ 都道府県知事は、当該規定を遵守するよう、指導すること。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するもの
とする。

（ID 7723）
児童発達支援評価シート
放課後等デイサービス評価シート
保育所等訪問支援評価シート
障害児通所支援事業所における事業所全体の自己評価の流れ
保育所等訪問支援における評価制度（自己評価・保護者評価・訪問先
施設評価）の導入について
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(23)【別添】障害児通所支援事業所における事業所全体の自己評価の流れI D:66864
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(27【参考】保育所等訪問支援における評価制度(自己評価・保護者評価・訪問先施設評価)の導入についてI D:66864
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける
個別支援計画の取扱いの変更について（令 和 ６ 年 ３ 月 1 5 日事務連絡）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける
個別支援計画の取扱いの変更について（令 和 ６ 年 ３ 月 1 5 日事務連絡）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける
個別支援計画の取扱いの変更について（令 和 ６ 年 ３ 月 1 5 日事務連絡）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける
個別支援計画の取扱いの変更について（令 和 ６ 年 ３ 月 1 5 日事務連絡）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける
個別支援計画の取扱いの変更について（令 和 ６ 年 ３ 月 1 5 日事務連絡）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う個別支援計画作成にあたっての留意点及び記載例について
（令和６年５月 17 日事務連絡）個別支援計画の記載のポイント
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う個別支援計画作成にあたっての留意点及び記載例について
（令和６年５月 17 日事務連絡）個別支援計画の記載のポイント
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う個別支援計画作成にあたっての留意点及び記載例について
（令和６年５月 17 日事務連絡）個別支援計画の記載のポイント
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う個別支援計画作成にあたっての留意点及び記載例について
（令和６年５月 17 日事務連絡）個別支援計画の記載のポイント参考様式版
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う個別支援計画作成にあたっての留意点及び記載例について
（令和６年５月 17 日事務連絡）個別支援計画（参考記載例）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に伴う個別支援計画作成にあたっての留意点及び記載例について
（令和６年５月 17 日事務連絡）個別支援計画（参考記載例）
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移行支援計画フォーマット
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